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問合先 総務課  ☎35⊖3133

1. 職員体制および採用・退職の状況
①職員数の状況 （平成28年4月1日現在） （人）

区　分 職員数（人） 主な増減理由部　門 平成27年度 平成28年度 増 減

一
般
会
計

議 会 8 8 0

●広報部門、環境政策部門の
強化による増

●再任用短時間勤務職員の活
用および非常勤職員対応に
よる減

総 務 126 130 4
税 務 40 41 1
民 生 114 115 1
衛 生 61 60 △ 1
労 働 2 2 0
農林水産 50 48 △ 2
商 工 35 34 △ 1
土 木 76 74 △ 2
教 育 80 79 △ 1
消 防 147 146 △ 1
小　計 739 737 △ 2

企
業
会
計
な
ど

国保事業 15 16 1

●再任用短時間勤務職員の活
用による減

国保直診 21 21 0
下 水 道 16 15 △ 1

農業集落排水 6 6 0
介護保険 6 6 0

観光（スキー） 1 1 0
後期高齢 1 1 0
水 道 26 25 △ 1
小　計 92 91 △ 1

組
合
会
計

飛驒農業共済事務組合 2 2 0
●派遣職員の減古川国府給食センター 4 3 △ 1

小　計 6 5 △ 1
合　計 837 833 △ 4

※職員数は、一般職に属する職員数であり、休職者や育児休業者、派遣職員、フルタイム再任用
　職員等を含みます。
※再任用職員数（平成28年4月1日現在：8人）

（人）②職員の採用状況 （平成27年4月2日～平成28年4月1日）
区　分 一般行政職 福祉職 看護・保健職 獣医師 消防職 合　計

試験採用 19 3 4 1 2 29

④年齢別職員構成の状況 （平成28年4月1日現在）
性別 24以下 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55以上 合計
男 19 20 24 119 147 110 92 86 617
女 7 12 15 35 50 36 33 28 216

合計 26 32 39 154 197 146 125 114 833
（23年度） （16） （32） （157） （196） （154） （134） （130） （125） （944）

 高山市の人事　行政のあらまし

等級 級別基準職務表に規定する職務の内容 合　計 内　訳
（人） （％） 職　名 （人）

1 級 主事補の職務 42 5.5 主事補 42
2 級 主事の職務 23 3.0 主事 23
3 級 主任の職務 31 4.1 主任 31
4 級 主査の職務 483 63.1 主査 483
5 級 主幹の職務 102 13.3 主幹 102

6 級 課長の職務 56 7.3

課長等 44
次長 3
室長 1
所長 2
担当監 4
分署長 2

7 級 部長の職務 28 3.7

消防長 1
消防署長 1
部長 12
支所長 9
参事 1
事務局長 3
会計管理者 1

合　計 765 100

⑤等級ごとの職員の状況（平成28年4月1日現在）
●行政職給料表（一）

等級 級別基準職務表に規定する職務の内容 合　計 内　訳
（人） （％） 職　名 （人）

1 級 医療業務を行う医師または歯科医師の職務 3 42.9 医師 3

2 級 相当高度の知識経験に基づき困難な医療
業務を行う医師または歯科医師の職務 1 14.2 医師 1

3 級 高度の知識経験に基づき困難な医療業務
を行う医師または歯科医師の職務 0 0 医師 0

4 級 極めて高度の知識経験に基づき特に困難な
医療業務を行う医師または歯科医師の職務 3 42.9 医師 2

歯科医師 1
5 級 医師を統括する職務 0 0 医師 0

合　計 7 100

●医療職給料表

3. 職員の研修および勤務成績の評定の状況

　職員の資質向上と能力開発、組織力の向上を図るため、目標管理によ
る勤務成績の評定を行っています。勤務成績の評定は、職員研修や人
員配置、給与・昇任などに反映させるなど、人事管理に活用しています。
●勤務評定対象職員  医師を除く全職員（育児休業者および休職者を除く）

②勤務成績の評定の状況 （平成27年度）

①職員研修の状況 （平成27年度） （人）
研修種別 参加人員 研修内容

階 層 別 研 修 156 新規採用職員研修、主事補研修、主事研修、主任研修、主
査研修、主幹研修、管理職研修、技能労務職員研修ほか

課 題 別 研 修 826
接遇インストラクター研修、普通救命講習、ワークライフ
バランス研修、協働のまちづくり研修、情報セキュリティ
研修、自治体経営戦略セミナーほか

公 募 型 研 修 163 特別課題庁内研修、公文書作成講座、民法講座、条例の見
方つくり方講座、ザ学（岐阜大学との共同開催研修）ほか

派 遣 研 修 122 自治大学校派遣研修、全国市町村国際文化研修所派遣研
修、各課専門派遣研修ほか

職 場 研 修 全職員 接遇研修ほか

自 主 研 修 41 通信教育、自主研究グループ、Ｅラーニングほか

（人）
区　分 一般行政職 技能労務職 看護・保健職 栄養士 消防職 合　計

定年退職 18 4 1 1 24
応募退職 2 2
普通退職 6 1 1 1 1 10
合　計 26 5 2 1 2 36

③職員の退職状況 （平成27年度）

2. 職員の採用試験・昇任試験の状況
①採用試験の実施状況 （平成27年度） （人）

試験区分 申込者数 受験者数
（A）

合格者数
（B） 採用者数 競争率

（A/B）
事務Ａ（大学卒程度） 54 47 10 6 4.7倍
技術（土木） 8 7 3 1 2.3倍
技術（建築） 5 5 3 2 1.7倍
技術（機械） 5 5 2 1 2.5倍
獣医師 2 2 1 1 2.0倍
保健師 6 6 3 2 2.0倍
看護師 3 3 3 2 1.0倍
保育士 15 14 5 3 2.8倍
事務Ｂ（高校卒程度） 16 16 7 5 2.3倍
事務Ｂ（民間企業等経験者） 15 13 4 4 3.3倍
事務Ｃ（身体障がい者） 1 1 0 0 －　
救急救命士 18 17 2 1 8.5倍
消防 3 3 2 1 1.5倍

合　計 151 139 45 29 3.1倍

②昇任試験の状況 （平成27年度） （人）
区　分 有資格者数 受験者数（A） 合格者数（B） 競争率（A/B）

一般行政職 管理職 63 21 7 3.0倍
5級 269 75 8 9.4倍

消 防 職 管理職 5 0 0 ―　
5級 34 18 1 18.0倍

技能労務職 5級 4 4 2 2.0倍
4級 32 13 2 6.5倍

合　計 407 131 20 6.6倍

※合格者数には補欠合格を含む。

4. 職員の給与の状況
①人件費の状況 （普通会計決算見込） （千円）

※人件費には、特別職に支給される給料や報酬などを含みます。

区　分 歳出額（A） 人件費（B） 人件費率（B/A） （参考）26年度人件費率
平成27年度 48,244,590 7,032,364 14.6% 16.2%

②職員の平均給料月額および平均年齢（平成28年4月1日現在）
区　分 平均給料月額 平均年齢

一 般 行 政 職 348,700円 45歳0月
消 防 職 315,900円 40歳3月
技 能 労 務 職 294,900円 49歳2月

③職員の初任給の状況（平成28年4月1日現在）

区　分 初任給
高山市 岐阜県 国

一般行政職 大学卒 176,700円 186,800円 176,700円
高校卒 144,600円 151,800円 144,600円

技能労務職 中学卒 134,000円 140,500円 —

（人）


